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基本報酬の改定の背景
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基本報酬の動向

• 報酬アップ

通所系※1   （約0.5％）

多機能系※2（同一建物以外） （約0.3％）

認知症対応型共同生活介護  （約0.1％）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（約2.7％）

• 報酬ダウン

訪問系※3   （約3.5％～4.4％）

※１地域密着型通所介護や認知症対応型通所介護

※２小規模多機能型居宅介護や看護小規模多機能型居宅介護

※３定期巡回・随時対応型訪問介護看護や夜間対応型訪問介護
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地域密着型サービス共通

• 人員配置基準における両立支援への配慮

• 管理者の責務及び兼務範囲の明確化（ローカルルール見直し）
提供する介護サービスの質を担保しつつ、介護サービス事業所を効率的に運営する観点から、管理者の責務について、利用者へのサービス提供の場面等

で生じる事象を適時かつ適切に把握しながら、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行うことである旨を明確化した上で、管理者が兼務できる事業所
の範囲について、管理者がその責務を果たせる場合には、同一敷地内における他の事業所、施設等ではなくても差し支えない旨を明確化

• 「書面掲示」規制の見直し
運営基準省令上、事業所の運営規程の概要等の重要事項等については、原則として事業所内での「書面掲示」を求めている一方、備え付けの書面（紙

ファイル等）又は電磁的記録の供覧により、書面による壁面等への掲示を代替できる規定になっているところ、「書面掲示」に加え、インターネット上で
情報の閲覧が完結するよう、介護サービス事業者は、原則として重要事項等の情報をウェブサイト（法人のホームページ等又は情報公表システム上）に掲
載・公表しなければならないこととする。（※2025年度から義務付け） 4



地域密着型サービス共通

• 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体制を構築するため、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求
める観点から、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、基本報酬を減算。

減算要件:以下の①②の基準を満たしていない場合

①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため
の計画（業務継続計画）を策定すること② 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること

※ 2025年3月31日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っ ている場合には、
減算を適用しない。（訪問系サービス、福祉用具貸与、 居宅介護支援については、2025年3月31日までの間、 減算を適用しない。）

• 高齢者虐待防止の推進

利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、全ての介護サービス事業者（居宅療養管理指導及び特定福祉用具販売を除く。）につ
いて、虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者
を定めること）が講じられていない場合に、基本報酬を減算する。（福祉用具貸与については、そのサービス提供の態様が他サービスと異なること
等を踏まえ、３年間の経過措置期間を設けることとする。）

減算要件：虐待の発生又はその再発を防止するための以下の①から④の措置が講じられていない場合

①虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底
を図ること。

②虐待の防止のための指針を整備すること。③ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。④ ①から③の措置を適切に実施す
るための担当者を置くこと。 5



地域密着型サービス共通

• 身体的拘束等の適正化の推進

１．短期入所系及び多機能系の運営基準に以下の
①から③の措置を講じなければならない旨を規定する。
①身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を
３月に１回以上開催するとともに、その結果について、 
介護職員その他従業者に周知徹底を図ること。 
②身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
 ③介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化
のための研修を定期的に実施すること。
 （ 2025年3月31日までの間、 減算を適用しない。 ）
減算適用：身体的拘束が行われていた場合ではなく、
町田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の
基準等に関する条例第９２条及び第１９７条第６号の記録
（同条第５号に規定する身体的拘束等を行う場合の記録）を行
っていない場合及び同条第７号基規定する措置を講じていない
場合に利用者全員について所定単位数から減算。

２．訪問系、通所系、福祉用具貸与、特定福祉用具販売
及び居宅介護支援の運営基準に以下①②を規定する。
①利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急
やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこと。
②身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の
利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければ
ならないこと。
※緊急やむを得ない理由とは以下の３つすべてを満たすものをさす
①切迫性 …利用者本人又は他の利用者など周囲の方々の生命や

身体が危険にさらされる
②非代替性…身体拘束以外に安全を確保して介護サービスを提供できる

方法がない
③一時性 …身体拘束はあくまで一時的なものである
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地域密着型サービス共通

• テレワークの取扱い
人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている職種のテレワークに関して、個人情報を適切に管理 していること、利用者の処遇に支障が生じ

ないこと等を前提に、取扱いの明確化を行い、職種や業務ごとに具体的な考え方を示す。

→介護保険最新情報vol.1237_「介護サービス事業所・施設等における情報通信機器を活用した業務の実施に関する留意事項について」（令和６年３月29日厚

生労働省老健局高齢者支援課長ほか連名通知）

• 介護職員の処遇改善
一本化後の新加算全体について、職種に着目した

配分ルールは設けず、事業所内で柔軟な配分を認める。

新加算のいずれの区分を取得している事業所において

も、新加算Ⅳの加算額の１/２以上を月額賃金の改善に

充てることを要件とする。

※ それまでベースアップ等支援加算を取得していない

事業所が、一本化後の新加算を新たに取得する場合には、

収入として新たに増加するベースアップ等支援加算相当分の

加算額については、その２/３以上を月額賃金の改善として

新たに配分することを求める。
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地域密着型サービス共通(訪問系サービス以外)

• 科学的介護推進体制加算の見直し

科学的介護推進体制加算について、質の高い情報の収集・分析を可能とし、入力負担を軽減し科学的介護を 

推進する観点から、以下①から③の見直しを行う。

① 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を実施。 ② LIFEへのデータ提出頻度について、少なく
とも「６月に１回」から「３月に１回」に見直す。 ③初回のデータ提出時期について、他のLIFE関連加算と揃えることを可能とする。
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地域密着型サービス共通(訪問系サービス以外)

• LIFEのフィードバック見直しイメージ

<事業所フィードバック>                                                                                             <利用者フィードバック>
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地域密着型サービス共通(訪問系サービス以外)

• 外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し

次のいずれかに該当するものについては、職員等の配置の基準を定める法令の適用について職員等とみなしても差し支えない
こととする。
・ 受入れ施設において就労を開始した日から６月を経過した外国人介護職員
・ 受入れ施設において就労を開始した日から６月を経過していない外国人介護 職員であって、受入れ施設（適切な研修体制
及び安全管理体制が整備されてい るものに限る。）に係る事業を行う者が当該外国人介護職員の日本語の能力及 び研修の実
施状況並びに当該受入れ施設の管理者、研修責任者その他の職員の 意見等を勘案し、当該外国人介護職員を職員等の配置の
基準を定める法令の適 用について職員等とみなすこととしたもの ※
・ 日本語能力試験N1又はN2に合格した者

※以下の要件を満たす必要あり
・一定の経験のある職員とチームでケアを行う体制とすること
・安全対策担当者の配置、指針の整備や研修の実施など、組織的に
安全対策を実施する体制を整備していること

要件に加えて、人員配置基準への算入の有無にかかわらず、研修又は実習のための
指導職員の配置や、計画に基づく技能等の修得や学習への配慮など、
法令等に基づき、受入れ施設において適切な指導及び支援体制の確保が必要。

10



地域密着型サービス共通（認知症対応型通所介護以外）

• 認知症ケアや対応力の強化の推進（共生社会の実現を推進するための認知症基本法施行） ※加算内容は一部抜粋

訪問系
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護
多機能系
・小規模多機能型居宅介護
・看護小規模多機能型居宅介護

入居・入所系
・認知症対応型共同生活介護
・地域密着型介護老人福祉施設

見
直
し

見
直
し

見
直
し

＆
新
設

新
設

認知症専門ケア加算Ⅰ
前：認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の
者が利用者の２分の１以上
後：認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の
者が利用者の２分の１以上

認知症専門ケア加算Ⅱ
前：認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の
者が利用者の２分の１以上
後：認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の
者が利用者の100分の20以上

認知症加算
前：認知症高齢者の日常生活自立
度Ⅲ以上の者が利用者の100分の20
以上
後：認知症高齢者の日常生活自立
度Ⅲ以上の者が利用者の100分の15
以上

新設要件
当該事業所の従業者に対する認知
症ケアに関する事例の検討や技術
的指導に係る会議を定期的に開催
しているこ と。

認知症加算Ⅰ新設
Ⅱに加えて、認知症ケアに関する専門的研修修了者
の配置や認知症ケアの指導、研修等の実施

認知症加算Ⅱ新設
当該事業所の従業者に対し、認知症ケアに関する留
意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期開催

認知症加算Ⅲ
これまでのⅠから加算名変更
認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者にサービ
ス提供

認知症加算Ⅳ
これまでのⅡから加算名変更
要介護度区分が要介護2である者であって、認知症
高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者にサービス提供

認知症チームケア推進加算Ⅰ
認知症介護指導者養成研修修了、かつ認
知症チームケア推進研修修了者配置

認知症チームケア推進加算Ⅱ
認知症介護実践リーダー研修修了、かつ、
認知症チームケア推進研修修了者配置

いずれも認知症高齢者の日常生活自立度
Ⅱ以上の者が利用者の２分の１以上

※認知症専門ケア加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定
している場合においては、算定不可。
※東京都が行うアドミニストレーター養成研修も
認知症チームケア推進研修に含む
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通所系（地域密着型通所介護や認知症対応型通所介護）

• リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る 一体的計画書の
見直し

 リハビリテーション・個別機能訓練、口腔、栄養に係る一体的計画書について、記載項目を整理するとともに、 他の様
式におけるLIFE提出項目を踏まえた様式に見直し
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通所系（地域密着型通所介護や認知症対応型通所介護）

• 通所介護等における入浴介助加算の見直し

※単位数の変更なし、算定要件の見直し

① 入浴介助に必要な技術の更なる向上を図る観点から、

入浴介助加算Ⅰの 算定要件に、入浴介助に関わる職員に対し、

入浴介助に関する研修等を行うことを新たな要件として設定

② 入浴介助加算Ⅱの算定要件である、「医師等による、利用者宅

浴室の環境評価・助言」について、人材の有効活用を図る観点から、

医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員

又は利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専

門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修

に関する専門的知識及び経験を有する者（以下「医師等」という。）が

訪問し、医師等の指示の下、ICT機器を活用して状況把握を行い、医師等が

評価・助言する場合も算定可能

③入浴介助加算Ⅱの算定要件である、個別の入浴計画については、それに

相当する内容を通所介護計画に記載することをもって、個別の入浴計画の

作成に代えること可能

④入浴介助加算Ⅱの算定要件である、利用者の居宅の状況に近い環境について、

利用者の居宅の浴室の手すりの位置や使用する浴槽の深さ及び高さ等に合わせて、

当該事業所の浴室に福祉用具等を設置することにより、利用者の居宅の浴室の

状況を再現しているものと明示

入浴介助加算Ⅰ 40単位/日 

入浴介助加算Ⅱ 55単位/日 
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通所系（地域密着型通所介護や認知症対応型通所介護）

• アウトカム評価の充実のためのADL＊維持等加算の見直し
ADL維持等加算は、利用者の自立支援・重度化防止に繋がるサービスの提供を事業所へ促すために設けられた加算（2018度に創設）であり、一定期間（評価対象

利用期間）の中でADLの維持または改善の度合いが一定の水準を超えている事業所を評価するもの（アウトカム評価）

※単位数の変更なし、算定要件の見直し

①初回の要介護認定があった月から起算して12月以内である者の場合や

他の施設や事業所が提供するリハビリテー ションを併用している利用者

の場合のADL維持等加算利得の計算方法を簡素化

② ADL維持等加算Ⅱについては、 評価対象利用者等の調整済ADL利得を

平均して得た値を2以上から３以上に見直し。

→自立支援・重度化防止に向けた取組をより一層推進。LIFEに入力必須。

＊日常生活動作（ADL)とはActivities of Daily Livingのことで、ADLのAはアクティビティー（動作)、DLはデイリーリビング（日常生活)を指します。日常生活を
送るために最低限必要な日常的な動作で、「起居動作・移乗・移動・食事・更衣・排泄・入浴・整容」動作のことです。

名称 ADL維持等加算(Ⅰ) ADL維持等加算(Ⅱ)

対象者 要介護の利用者のみ

単位 ３０単位／月 ６０単位／月

算定要
件

下記(ハ)で算出した値が１以
上

下記(ハ)で算出した値が３以
上

(イ)：利用者(事業所の評価対象利用期間が6カ月を超える者)の総数が10名以上
(ロ)：利用者全員について、利用開始月と該当月の翌月から起算して6ヵ月目に
おいて、バーセルインデックスを適切に評価できる者(一定の研修を受けた者)
がＡＤＬ値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出する(LIFE
活用)。
(ハ)：利用開始月の翌月から起算して6ヵ月目の月に測定したADL値から利用開
始月に測定したADL値を控除し、初月のADL値や要介護認定の状況等に応じて
一定の値を加えたADL利得(調整済ADL利得)の上位および下位それぞれ1割の者
を除く評価対象利用者のADL利得を平均して得た値により1以上もしくは3以上
※(Ⅰ)(Ⅱ)は併算定不可
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通所系（地域密着型通所介護や認知症対応型通所介護）

• 個別機能訓練加算の人員配置要件の緩和及び評価の見直し

機能訓練を行う人材の有効活用を図る観点 から、

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロにおいて、現行、

 機能訓練指導員を通所介護等を行う時間帯を

通じて 1 名以上配 置しなければならないと

している要件を緩和かつ、評価の見直し

改定前 改定後

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ 56単位/日 変更なし

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ 85単位/日 76単位/日

個別機能訓練加算（Ⅱ） 20単位/月 変更なし

改定前 改定後
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通所系（地域密着型通所介護や認知症対応型通所介護）

• 通所系における送迎に係る取扱いの明確化

通所系における送迎について、利便性の向上や運転専任職の人材不足等に対応する観点から、送迎先に ついて利用者の居住実態のある場
所を含めるとともに、他の介護事業所や障害福祉サービス事業所の利用者との同 乗を可能とする。

（送迎の範囲について） 

○ 利用者の送迎について、利用者の居宅と事業所間の送迎を原則とするが、運営上支障が無く、利用者の居住実態 （例えば、近隣の親戚
の家）がある場所に限り、当該場所への送迎を可能とする。 

（他介護事業所利用者との同乗について）

 ○ 介護サービス事業所において、他事業所の従業員が自事業所と雇用契約を結び、自事業所の従業員として送迎を行う場合や、委託契約
において送迎業務を委託している場合（共同での委託を含む）には、責任の所在等を明確にした上で、他事業所の利用者との同乗を可能
とする。 

（障害福祉サービス利用者との同乗について）

 ○ 障害福祉サービス事業所が介護サービス事業所と雇用契約や委託契約（共同での委託を含む）を結んだ場合にお いても、責任の所在
等を明確にした上で、障害福祉サービス事業所の利用者も同乗することを可能とする。

 ※ なお、この場合の送迎範囲は、利用者の利便性を損うことのない範囲並びに各事業所の通常の事業実施地域範囲内とする。 16



多機能系（小規模多機能型居宅介護や看護小規模多機能型居宅介護）

※この項目については定期巡回・随時対応型訪問介護看護含む

• 総合マネジメント体制強化加算の見直し

改定前 改定後

総合マネジメン
ト体制強化加算

総合マネジメント
体制強化加算Ⅰ

1,200単位/月
（新設）

1,000単位/月 総合マネジメント
体制強化加算Ⅱ

800単位/月（変
更）

・地域包括ケアシステムの担い手として、
より地域に開かれた拠点となり、認知症対
応を含む様々な機能を発揮すること
・地域の多様な主体とともに利用者を支え
る仕組みづくりを促進すること
↓
地域包括ケアの推進と地域共生社会の実現
に資する取組を評価する新たな区分設定と
見直し
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多機能系（小規模多機能型居宅介護や看護小規模多機能型居宅介護）

居住系（認知症対応型共同生活介護や地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）

• 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に 資する方策を検討するため
の委員会の設置の義務付け

介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、現場における課題を抽出及び分析した上で、 事業所の状況に応じて、利用者の安全並びに介
護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する ための委員会の設置を義務化。（2027年3月31日まで経過措置）

• 介護ロボットやICT等のテクノロジーの活用促進①

○生産性向上推進体制加算Ⅱ 

・利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、生産性向上

ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行っていること。 

・見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入していること。 

・１年以内ごとに１回、厚生労働省に対して業務改善の取組による効果を示すデータの提供（オンラインによる提出）を行うこと。

○生産性向上推進体制加算Ⅰ
・Ⅱの要件を満たし、Ⅱのデータにより業務改善の取組による成果が確認されていること。 
・見守り機器等のテクノロジーを複数導入していること。 
・職員間の適切な役割分担（いわゆる介護助手の活用等）の取組等を行っていること。
・１年以内ごとに１回、厚生労働省に対して業務改善の取組による効果を示すデータの提供（オンラインによる提出）を行うこと。 

注：生産性向上に資する取組を従来より進めている施設等においては、Ⅱのデータによる業務改善の取組による成果と同等以上のデータを示す等の場合には、Ⅱの
加算を取得せず、Ⅰの加算を取得することも可能である。 

生産性向上推進体制加算Ⅰ 100単位/月（新設）

生産性向上推進体制加算Ⅱ 10単位/月（新設）
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• 介護ロボットやICT等のテクノロジーの活用促進②
生産性向上の取組に関する実績データの厚生労働省への報告様式

（別紙１） 令和　　年　　月　　日

（常勤換算方式）　利用者　３（人）：介護職員　 （人）

１　利用者の満足度の変化

① WHOー５（調査）　調査対象人数　人

② 生活・認知機能尺度（調査）　調査対象人数　人

２　総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の変化　調査対象人数　人

（※１）一月あたりの時間数（調査対象者平均、小数点第１位まで記載）（時間）

３　年次有給休暇の取得状況　調査対象人数　人

４　介護職員の心理的負担等の変化

①ＳＲＳー18（調査）　調査対象人数　人

② モチベーションの変化（調査）　調査対象人数　人

５　タイムスタディ調査　（※）５日間の調査

① 日中　調査対象人数　人

（※）余裕時間とは、突発でのケアや対応ができる状態での業務時間

調査対象者の業務時間の総和 時間（少数点第１位まで記載）

② 夜間　調査対象人数　人

調査対象者の業務時間の総和 時間（少数点第１位まで記載）

備考　加算（Ⅰ）は１～５を記入し、加算（Ⅱ）は１～３を記入すること。詳細については、別途通知（「生産性向上推進体制

　　　加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例等の提示について」）を参照すること。

13　介護予防短期入所療養介護 14　介護予防特定施設入居者生活介護 15　介護予防小規模多機能型居宅介護

16　介護予防認知症対応型共同生活介護

7点～13点

調査時期 令和　年　月

仕事のやりがい 人 人

14点～19点 20点～25点

１　生産性向上推進体制加算（Ⅰ）　２　生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

人員配置状況

人数

点数区分 0点～6点

生産性向上推進体制加算に関する取組の実績報告書（毎年度報告）

事 業 所 名

施 設 種 別

１　短期入所生活介護 ２　短期入所療養介護 ３　特定施設入居者生活介護

４　小規模多機能型居宅介護

対象期間

事業所番号

調査時期 令和　年　月

５　認知症対応型共同生活介護 ６　地域密着型特定施設入居者生活介護

７　地域密着型介護老人福祉施設 ８　看護小規模多機能型居宅介護

届出区分

９　介護老人福祉施設

令和　年　月

10　介護老人保健施設 11　介護医療院 12　介護予防短期入所生活介護

対象期間 令和　年　月 左表と同じ対象期間

令和　年11月～令和　年10月

（※２）対象期間は10月としているが、本加算の算定初年度においては算定を開始した月を対象期間とする。

点数区分 7点～14点 15点～21点 22点～28点 29点～35点

人数

超過勤務時間

点数区分 0点～7点 8点～19点 20点～31点 32点～54点

総業務時間

人 人 人

人数

年次有給休暇取得日数

調査時期

（※）対象期間における調査対象者の取得した年次有給休暇の日数（調査対象者平均、小数点第１位まで記載）（日）

点数区分 -3点 ～ -1点 0点 1点 ～ 3点

人

職場の活気

割合（％）

休憩・待機・その他

余裕時間 休憩・待機・その他

割合（％）

類型 直接介護 間接業務

類型 直接介護 間接業務 余裕時間

（別紙１） 令和　　年　　月　　日

（常勤換算方式）　利用者　３（人）：介護職員　 （人）

１　利用者の満足度の変化

① WHOー５（調査）　調査対象人数　人

② 生活・認知機能尺度（調査）　調査対象人数　人

２　総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の変化　調査対象人数　人

（※１）一月あたりの時間数（調査対象者平均、小数点第１位まで記載）（時間）

３　年次有給休暇の取得状況　調査対象人数　人

４　介護職員の心理的負担等の変化

①ＳＲＳー18（調査）　調査対象人数　人

② モチベーションの変化（調査）　調査対象人数　人

５　タイムスタディ調査　（※）５日間の調査

① 日中　調査対象人数　人

（※）余裕時間とは、突発でのケアや対応ができる状態での業務時間

調査対象者の業務時間の総和 時間（少数点第１位まで記載）

② 夜間　調査対象人数　人

調査対象者の業務時間の総和 時間（少数点第１位まで記載）

備考　加算（Ⅰ）は１～５を記入し、加算（Ⅱ）は１～３を記入すること。詳細については、別途通知（「生産性向上推進体制

　　　加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例等の提示について」）を参照すること。

13　介護予防短期入所療養介護 14　介護予防特定施設入居者生活介護 15　介護予防小規模多機能型居宅介護

16　介護予防認知症対応型共同生活介護

7点～13点

調査時期 令和　年　月

仕事のやりがい 人 人

14点～19点 20点～25点

１　生産性向上推進体制加算（Ⅰ）　２　生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

人員配置状況

人数

点数区分 0点～6点

生産性向上推進体制加算に関する取組の実績報告書（毎年度報告）

事 業 所 名

施 設 種 別

１　短期入所生活介護 ２　短期入所療養介護 ３　特定施設入居者生活介護

４　小規模多機能型居宅介護

対象期間

事業所番号

調査時期 令和　年　月

５　認知症対応型共同生活介護 ６　地域密着型特定施設入居者生活介護

７　地域密着型介護老人福祉施設 ８　看護小規模多機能型居宅介護

届出区分

９　介護老人福祉施設

令和　年　月

10　介護老人保健施設 11　介護医療院 12　介護予防短期入所生活介護

対象期間 令和　年　月 左表と同じ対象期間

令和　年11月～令和　年10月

（※２）対象期間は10月としているが、本加算の算定初年度においては算定を開始した月を対象期間とする。

点数区分 7点～14点 15点～21点 22点～28点 29点～35点

人数

超過勤務時間

点数区分 0点～7点 8点～19点 20点～31点 32点～54点

総業務時間

人 人 人

人数

年次有給休暇取得日数

調査時期

（※）対象期間における調査対象者の取得した年次有給休暇の日数（調査対象者平均、小数点第１位まで記載）（日）

点数区分 -3点 ～ -1点 0点 1点 ～ 3点

人

職場の活気

割合（％）

休憩・待機・その他

余裕時間 休憩・待機・その他

割合（％）

類型 直接介護 間接業務

類型 直接介護 間接業務 余裕時間

５名程度の利用者で家族含めて同意が得
られた方。
介護機器の導入を行ったフロアや居室の
利用者 の数が５名に満たない場合は、当
該利用者全員を調査対象。

２から４の部分は、介護機器の導入を
行ったフロア等に勤務する介護職員）が
調査対象。

調査実施に係る現場の負担も考慮し、日
中の時間帯、 夜間の時間帯それぞれにつ
いて、複数人の介護職員が調査対象。

多機能系（小規模多機能型居宅介護や看護小規模多機能型居宅介護）

居住系（認知症対応型共同生活介護や地域密着型介護老人福祉施設 ）
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看護小規模多機能型居宅介護

• 専門性の高い看護師による訪問看護の評価

医療ニーズの高い訪問看護利用者が増える中で、適切かつより質の高い訪問看護を提供する観点から、専門性の 高い看護師が指定訪問看護、指定介護予防訪問看
護及び指定看護小規模多機能型居宅介護の実施に関する計画的な 管理を行うことを評価する加算の新設。

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問看護事業所の緩和ケ ア、褥瘡ケア若しくは人工肛門ケア及び人工膀胱
ケアに係る専門の研修を受けた看護師又は特定行為研修を修了し た看護師が、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行った場合に算定可能。

• 看護小規模多機能型居宅介護における柔軟なサービス利用の促進 
介護度によらず利用者ごとの利用頻度が幅広く、

利用料や「通い・泊まり・訪問（看護・介護）」

の各サービスの利用ニーズの有無等を理由に新規利用に

至らないことがあることを踏まえ、利用者の柔軟な利用

を促進する観点から、サービス利用について見直し。

専門管理加算 250単位/月（新設）
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看護小規模多機能型居宅介護

• 訪問看護等におけるターミナルケア＊加算の見直し（定期巡回・随時対応型訪問介護看護も同様）

 ターミナルケア加算について、介護保険の訪問看護等におけるターミナルケアの内容が医療保険におけるターミナルケアと同様であることを踏まえ、評価見直し

算定要件は変更なし＝在宅又は指定看護小規模多機能居宅介護事業所で死亡した利用者に対して、別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第
９５号７７）に適合しているものとして市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、その死亡日及び死亡日前14日以内に２日 （死亡日及び死亡
日前14日以内に当該利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める状態（平成２７年厚生労働省告示９４号５５）にあるものに限る。）に訪問看護を
行っている場合にあっては、１日）以上ターミナルケアを行った場合（ターミナルケアを行った後、24時間 以内に在宅又は指定複合型サービス事業所以外の場所で
死亡した場合を含む。）
＊ 「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイ ドライン」等の内容に沿い、利用者本人及び家族の意向、利用者本人の意思決定を基本とし、他機関と連携したうえで提供
される看取り期のケアのこと。

・アウトカム評価の充実のための排せつ支援加算の見直し 
介護の質の向上に係る取組を一層推進する観点から、①から④のとおり見直し。

①排せつ状態の改善等についての評価に加え、尿道カテーテルの抜去についても新たに評価を行う 。
②医師又は医師と連携した看護師による評価を少なくとも「６月に１回」から「３月に１回」に見直す。
③加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を実施 。
④初回のデータ提出時期について、他の LIFE 関連加算と揃えることを可能とする 。

・アウトカム評価の充実のための褥瘡マネジメント加算等の見直し 
介護の質の向上に係る取組を一層推進する 観点から、①から③のとおりの見直し。 

① 施設入所時又は利用開始時に既に発生していた褥瘡が治癒したことについても評価を行う。
② 加算の様式について 入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を実施。
③ 初回のデータ提出時期について、他の LIFE 関連加算と揃えることを可能とする。

改定前 改定後

ターミナルケア加算 2,000単位/死亡月 2,500単位/死亡月（変更
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居住系（認知症対応型共同生活介護や地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）

• 協力医療機関との連携体制の構築
・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 義務化（２０２７年３月３１日まで経過措置）

・認知症対応型共同生活介護 努力義務化

ア 以下の要件を満たす協力医療機関（③については病院に限る。）を定める（複数の医療機関を定める ことにより要件を満たすこととしても差し支えない）。
  ① 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
  ② 診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。
  ③ 入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行 い、入院を要すると認められた入所者の

入院を原則として受け入れる体制を確保していること。※地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護のみ対象
イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、当該協力医 療機関の名称等について、当該事業所の
 指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。 
ウ 入所者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再入所させる ことができるように努めることとする。

・協力医療機関との定期的な会議の実施
介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護含む）、介護老人保健施設、介護医療院、

認知症対応型共同生活介護について、協力医療機関との実 効性のある連携体制を構築するため、入所者または
入居者の現病歴等の情報共有を行う会議を定期的に開催することを評価する新たな加算。

＊協力医療機関との間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催。

種別 協力医療機関連携加算（すべて新設）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 右記の①～③の要件を満たす場合
 100単位/月(2024年度)、 50単位/月(2025年度～)

それ以外＊の場合 ５単位/月

認知症対応型共同生活介護 右記の①、②の要件を満たす場合 
100単位/月

それ以外＊の場合 40単位/月
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居住系（認知症対応型共同生活介護や地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）

• 入院時等の医療機関への情報提供
介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護含む）、特定施設入居者生活介護、
認知症対応型共同生活介護について、入所者または入居者（以下、入所者等）が医療機関へ退所した際、
生活支援上の留意点等の情報提供を行うことを評価する新たな加算。
医療機関へ退所する入所者等について、退所後の医療機関に対して入所者等を紹介する際、入所者等の
同意を得て、当該入所者等の 心身の状況、生活歴等を示す情報を提供した場合に、入所者等１人につき
１回に限り算定可能。

・高齢者施設等における感染症対応力の向上
高齢者施設等については、施設内で感染者が発生した場合に、感染者の対応を行う医療機関との連携の
上で施設内で感染者の療養を 行うことや、他の入所者等への感染拡大を防止する新たな加算。

・施設内療養を行う高齢者施設等への対応
入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症※に感染した場合に相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した入所者等に対し、適切な感染
対策を行った上で、該当する介護サービスを行った 場合に、１月に１回、連続する５日を限度として算定する新加算。 ※ 現時点において指定されている感染症はない。 

・新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携
施設系サービス及び居住系サービスについて、利用者及び入所者における新興感染症の発生時等に、感染者の診 療等を迅速に対応できる体制を平時から構築してお
くため、感染者の診療等を行う協定締結医療機関と連携し、新興感染症発生時における対応を取り決めることを努力義務化。 協力医療機関が協定締結医療機関であ
る場合には、当該協力医療機関との間で、新興感染症の発生時等の 対応について協議を行うことを義務化。

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
退所時情報提供加算
250単位/回

認知症対応型共同生活介護
退居時情報提供加算
250単位/回

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ 10単位/月

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ 5単位/月

新興感染症等施設療養費 240単位/日
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認知症対応型共同生活介護

• 認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算の見直し
 ※単位数の変更なし、算定要件の見直し

認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算の人員配置要件について、現行の算定要件に加え、要件を満たし、夜勤を行う介護従業者が最低基準を0.9人
以上上回っている場合にも算定を可能とすることとする。

（見守り機器の運用については、事前に利用者の意向を確認することとし、当該利用者の意向に 応じ、機器の使用を停止する等の運用は認められる。）
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地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

• 配置医師緊急時対応加算の見直し
入所者に急変が生じた場合等の対応について、配置医師＊１による日中の駆けつけ対応

をより充実させる観点から、 現行、早朝・夜間＊２及び深夜＊３にのみ算定可能な配置
医師緊急時対応加算について、日中であっても、配置医師が通常の勤務時間外＊４に駆け
つけ対応（診療かつ 診療を行った理由を記録）を行った場合を評価する新たな区分を
設定。ただし、一定の基準＊５を満たさない又は看護体制加算（Ⅱ）を算定していない
場合は算定不可。

＊１配置医師は、事前に氏名等を届け出た者をさす。
＊２早朝：午前６時から午前８時まで、夜間：午後６時から午後10時まで
＊３深夜：午後10時から午前６時まで
＊４配置医師の通常の勤務時間内であるが、出張や休暇等により施設内に不在であった時間帯において、当該配置医師が対応した場合は算定不可
＊５① 入所者に対する注意事項や病状等についての情報共有、曜日や時間帯ごとの医師との連絡方法、診療を依頼する場合の具体的状況等について、配置医師と施設の間で、具体的な取決めがな
されていること。 ② 複数名の配置医師を置いていること又は配置医師と協力医療機関の医師が連携し、施設の求めに応じ24時間対応できる体制を確保していること③１年に１回以上見直しをする
ことにより、24 時間配置医師又はその他の 医師による対応が可能な体制を整えること

• 介護老人福祉施設等における給付調整のわかりやすい周知
診療報酬との給付調整について正しい理解を促進する観点から、配置医師が算定でき

ない診療報酬、配置医師で も算定できる診療報酬であって介護老人福祉施設等で一般的
に算定されているものについて、誤解されやすい事例 を明らかにするなど、わかりやす
い方法で周知

・基準上、入所者に対し、健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数の医師を
配置することとされており、この配置医師が行う健康管理及び療養上の指導は
介護報酬で評価されるため、初診・再診料等については、診療報酬の算定はできない。
・配置医師以外の医師（外部医師）については、（１）緊急の場合、（２）配置医師の
専門外の傷病の場合に、「初・再診料」、「往診料」等を算定可。
（３）末期の悪性腫瘍の場合、（４）在宅療養支援診療所等の医師による看取りの
場合に限っては、「在宅患者訪問診療料」等も算定可。
・以上の入所者に対する医療行為の報酬上の評価の取扱いについては、
「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて」（平成18年３月31日保医発0331002号
厚生労働省保険局医療課長通知。令和４年３月25日一部改正）で規定

改定前 改定後

早朝・夜間の場合 
650単位/回 

変更なし

深夜の場合 
1,300単位/回

変更なし

その他設定なし 配置医師の通常の勤務時間外の場合 
325単位/回（新設）（早朝・夜間及び深夜を除く）
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地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

• 介護老人福祉施設等における透析が必要な者に対する送迎の評価
透析が必要な者の受入れに係る負担を軽減する観点から、定期的かつ継続的に透析を必要とする入所者であって、 家族や病院等による送迎が困難である等やむを

得ない事由がある者について、施設職員が月12回(往復で1回)以上の送迎を行っ た場合を評価する新たな加算

※施設の送迎車等の使用が困難な場合、介護タクシー等外部の送迎サービスを利用した場合も施設職員が付き添った場合であれば加算の算定のための回数に含めてよい。
※透析のための定期的な通院送迎であれば、あわせて他の診療科を受診した場合であっても、加算の算定のための回数に含めてよい。

• 介護保険施設におけるリハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組の推進
リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養を一体的に推進し、自立支援・重度化防止を効果的に進める観点か ら、介護老人保健施設におけるリハビリテーショ

ンマネジメント計画書情報加算、介護医療院における理学療法、 作業療法及び言語聴覚療法並びに介護老人福祉施設における個別機能訓練加算Ⅱについて、以下①
から③の要件を満たす場合について評価する新たな区分を設定

① 口腔衛生管理加算（Ⅱ）及び栄養マネジメント強化加算を算定していること。
②リハビリテーション実施計画等の内容について、リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の情報を関係職種＊の間で一体的に共有すること。

その際、必要に応じてLIFEに提出した情報を活用していること。
③共有した情報を踏まえ、リハビリテーション計画または個別機能訓練計画について必要な見直しを行い、見直しの内容について関係職種＊１に対し共有すること。

                                                                                                   

特別通院送迎加算 594単位/月（新設)

改定前 改定後

個別機能訓練加算Ⅰ
12単位/日 

変更なし

個別機能訓練加算Ⅱ 
20単位/月 

変更なし

設定なし 個別機能訓練加算
Ⅲ20単位/月 (新設)

＊１関係職種：医師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、
介護支援専門員＊２、介護職員その他の職種の者
     
＊２介護支援専門員に対しては、「個別機能訓練計画を交付（電磁的記 録の提供を含む）の上、利用者又はその家族
への説明を行い、 内容に同意を得た旨の報告」及び、「おおむね３月ごとに１回以上、個別機能訓練の実施状況や個
別機能訓練の効果等について、適宜報告・相談」が必要
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地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

• 介護保険施設における口腔衛生管理の強化
介護保険施設において、事業所の職員による適切な口腔管理等の実施と、歯科専門職による適切な口腔管理につなげる観点から、事業者に利用者の入所時及び入

所後の定期的な口腔衛生状態・口腔機能の評価の実施を義務化

①当該施設の従業者又は歯科医師若しくは歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が入所者毎に施設入所時及び入所後 月に１回程度の口腔の健康状態の評価を実施
すること
② 技術的助言若しくは指導又は口腔の健康状態の評価を行う歯科医師若しくは歯科医師の指示を受けた歯科衛生士 においては、当該施設との連携について、
実施事項等を文書等で取り決めを行うこと 
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地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

• 退所者の栄養管理に関する情報連携の促進、再入所時栄養連携加算の対象の見直し

＊厚生労働大臣が定める特別食

※疾病治療の直接手段として、医師の発行する
食事箋 に基づき提供された適切な栄養量及び内
容を有する 腎臓病食、 肝臓病食、糖尿病食、胃
潰瘍食、貧血食、 膵臓病食、脂質異常症食、痛
風食、嚥下困難者のた めの流動食、経管栄養の
ための濃厚流動食及び特別 な場合の検査食（単
なる流動食及び軟食を除く。）

＊ ＊

70単位/回
200単位/回
入所者1人につき1回
を限度（変更なし）
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地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

• ユニットケア＊施設管理者研修の努力義務化 
ユニットケア＊の質の向上の観点から、個室ユニット型施設の管理者は、ユニットケア＊施設管理者研修を受講する よう努めなければならないこととする。

＊ユニットケア：介護が必要な状態になっても、ごく普通の生活を営めるようにすること。ごく普通の生活とは、一人一人の個性が生き、それぞれの生活リズムに沿って営まれる生活であり、かつ、
社会の中に自分が位置づけられ、他の人との人間関係の中で営まれる生活のことであり、こうした生活を施設の中で営めるようにするために、施設全体で一律の日課を設けないこと、流れ作業のよ
うに業務分担して行う処遇（特に入浴に顕著である）を行わないようにするものである。また、入居者同士の人間関係を把握し、自然な形で相互のコミュニケーションが図られるようにリビング
（少人数の入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所。居宅の居間（＝ユニットとする）に相当する）での位置関係、会話の工夫等に留意するものである。

• ユニット間の勤務体制に係る取扱いの明確化

ユニット型施設において、引き続き入居者等との「馴染みの関係」を維持しつつ、柔軟なサービス提供により、 より良いケアを提供する観点から、職員の主たる
所属ユニットを明らかにした上で、必要に応じてユニット間の勤務が可能であることを明確化

• 自立支援促進加算の見直し

自立支援促進加算について、質の高い情報の収集・分析を可能とし、入力負担を軽減し科学的介護を推進する観点から、以下①から④の見直し

①加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を実施 。 

② LIFE への初回のデータ提出時期について、他の LIFE 関連加算と揃えることを可能とする 。

③医師の医学的評価を少なくとも「６月に１回」から「３月に１回」に見直す 。

④本加算に沿った取組に対する評価を持続的に行うため、事務負担の軽減を行いつつ評価の適正化を行う 。

改定前 改定後

300単位/月 280単位/月
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定期巡回・随時対応型訪問介護看護

• 訪問系サービス及び短期入所系サービスにおける口腔管理に係る連携の強化
訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護及び定期巡回・随時対応 型訪問介護看護において、職員による利用者の口

腔の状態の確認によって、歯科専門職による適切な口腔管理の実施につなげる観点から、事業所と歯科専門職の連携の下、介護職員等による口腔衛生状態及び口腔
機能の評価の実 施並びに利用者の同意の下の歯科医療機関及び介護支援専門員への情報提供を評価する新たな加算

• 訪問看護等における24時間対応体制の充実（一体型定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の場合）

訪問看護等における 24 時間対応体制を充実する観点から、夜間対応する看護師等の勤務環境に配慮した場合を評価する新たな区分設定

口腔連携
強化加算

50単位/回（新設）
※１月に１回に限
り算定可能

30

診療報酬の歯科点数表区分番号C000に掲げる歯科訪問診 療料の算定の実績がある歯科医療機関の歯科医師又は歯科医師の指示を受
けた歯科衛生士が、当該従業者からの相談等に対 応する体制を確保し、その旨を文書等で取り決めていること。

改定前 改定後

緊急時訪問看護加算
315単位/月

緊急時訪問看護加算Ⅰ（新設）
325単位/月

緊急時訪問看護加算Ⅱ
315単位/月

緊急時訪問看護加算Ⅰ（新設）  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
（１）利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体制にあること。 
（２）緊急時訪問における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備が行われていること。
緊急時訪問看護加算Ⅱ

緊急時訪問看護加算Ⅰの（１）に該当するものであること。 



定期巡回・随時対応型訪問介護看護

• 退院時共同指導＊の指導内容の提供方法の柔軟化
退院時共同指導＊加算について、指導内容を文書以外の方法で提供可能。

＊退院時共同指導：当該者又はその看護に当 たっている者に対して、病院、診療所、介護老人保健 施設又は介護医療院の主治の医師その他の従業者と共同し、在宅での療養上必要な指導を行い、
その内容を提供すること。

・随時対応サービスの集約化できる範囲の見直し
一体的実施ができる範囲について、 適切な訪問体制が確実に確保されており、利用者へのサービス提供に支障がないことを前提に、事業所所在地の都道府県を越

えて事業所間連携が可能であることを明確化

• 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本報酬の見直し 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護と夜間対応型訪問介護の機能・役割や

利用状況等を踏まえ、将来的なサービスの統合を見据えて、夜間対応型訪問

介護との一体的実施を図る観点から、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

基本報酬に、夜間対応型訪問介護の利用者負担に配慮した新たな区分設定
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さいごに（報酬改定まとめ）
（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 
○ 認知症の方や単身高齢者、医療ニーズが高い中重度の高齢者を含め、それぞれの住み慣れた地域において利用者の尊厳を保持しつつ、質の高い公正中立なケ
アマネジメントや 必要なサービスが切れ目なく提供されるよう地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組を推進
○ 同時改定を生かし、医療ニーズが高い方や看取りへの対応を強化する観点から、医療・介護 DX も活用した情報連携の推進や入退院時支援の強化、利用者の状
態に応じた専門職の配置など医療と介護の連携をより一層推進することや障害福祉サービスとの連携の強化、新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえなが
ら、感染症や災害への対応力を高めていくこと、高齢者虐待防止、安全性の確保等の取組の推進を図る
○ 認知症の方の尊厳を保持しつつ、認知症の対応力向上に向けた取組を進めていく

（２）自立支援・重度化防止に向けた対応 
○高齢者の自立支援・重度化防止といった介護保険制度の趣旨に沿い、 多職種による連携を通じた取組の推進や、アウトカム指標を踏まえた評価の推進に向け
たデータの活用等を行う
 ○ 様々な角度からの自立支援・重度化防止に係る取組やリハビリテーション・口腔・栄養の一体的取組を一層推進していくこと、介護現場において科学的介護
の取組が進むよう2021年度改定より開始された LIFE を活用した 質の高い介護を進めていく

（３）良質なサービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり 
○ 全産業における賃上げの動きも踏まえ、介護職員の処遇改善、介護職員のやりがい・定着・キャリアアップにもつながる職場環境の改善に向けた先進的な取
組を推進していく(具体的には、 介護ロボットや ICT 等のテクノロジーやいわゆる介護助手の活用、また、両立支援・休暇取得の促進などにより、サービスの質
の向上と業務負担の軽減を図る)
○ 経営の協働化・大規模化やテレワークなどの柔軟な働き方などを通じ た介護職員の負担軽減や効率的なサービス提供の推進に資する取組により、喫緊の課題
である人材確保につながる職場環境づくりを進める

（４）制度の安定性・持続可能性の確保 
○ 保険料・公費・利用者負担で支えられている介護保険制度の安定性・持続可能性を高めていくことで、若年層から高齢者まで全ての世代にとって安心できる
制度としていく
○ 全世代型社会保障の基本理念に基づき、サービス提供の実態を十分に鑑みながら、利用者負担・保険料負担への影響を踏まえ、評価の適正化・重点化、報酬
体系の整理・簡素化を進めていく
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